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内閣官房行政改革推進本部事務局

説明資料

教育現場のオンライン化の推進
（令和2年秋のレビューのフォローアップ）



令和２年の秋のレビューにおける公開検証の結果、以下の事項を含む取り
まとめ結果を公表。

① デジタル社会にふさわしい授業や教育の在り方を検討し、必要となる教職
員の能力向上がさらに検討されるべき

② アウトカム、アウトプットについては、（中略）所期の目的の達成状況や
事業の効果の測定に資する適切な指標となるよう、精査するべき

③ デジタル化の導入による効果の最大化を図っていくことが重要であること
から、各事業内容を精査して事業の更なる効率化や予算規模の適正化を追
求する必要

令和２年秋のレビューでの指摘事項
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ICTの活用状況等も含め、昨年のレビューをフォローアップ
○一人一台端末整備率：96.1％注１

○普通教室の校内LAN整備率：95.4％注2

○普通教室の無線LAN整備率：78.9％注2 注1：令和3年7月1日現在、注2：令和3年3月1日現在
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（参 考）令和２年秋のレビューの取りまとめ
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① デジタル社会にふさわしい授業や教育の在り方を検討し、必要となる教職員の能力向上がさらに検討されるべき

（文部科学省）令和３年度行政事業レビューシート０７８ GIGAスクールにおける学びの充実

（令和３年３月末見込み）

９９．５％成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度
中間目標 目標最終年度

2 年度 4 年度

②第3期教育振興基本計
画の最終年度まで、授業
中にICTを活用して指導す
る能力について、「できる」
「ややできる」と回答した
教員の割合の増加

①授業中にICTを活用して指導す
る能力について、「できる」「やや
できる」と回答した教員の割合
※平成30年度調査よりチェックリストを改
定したため、令和元年度より目標値を変
更している。また、同様の理由から経年
での単純比較ができないため、参考値と
する。
※令和2年度実績は調査中

成果実績 ％ 69.7 69.8 - -

目標値 ％ - 84.9 100 100 100

達成度 ％ - 82.2 － - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
学校における教育の情報化の実態等に関する調査（文部科学省）

『授業中にICTを活用して指導する能

力について「できる」「ややできる」と回
答した教員の割合』って、先生自身が
答えたアンケート結果なんだね・・・。

成果実績をみると、1年間で
0.1％しか向上していないけど、

有効な能力向上施策が行わ
れているのかな？

指摘事項①について



※ 上記アウトカムは、令和２年秋のレビューでの指摘を踏まえ、新たに追加設定されたもの。
※ 令和３年度の成果実績は、行革事務局にて、文部科学省公表資料により追記。
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② アウトカム、アウトプットについては、（中略）所期の目的の達成状況や事業の効果の測定に資する適切な指標とな
るよう、精査するべき。

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 5 年度

ＩＣＴを活用した授業頻度
（ほぼ毎日）を2023年度
までに１００％にする

「５年生までに受けた授業で，
コンピュータなどのICTをど
の程度使用しましたか。」で
「ほぼ毎日」の回答割合（小
学校）
※令和元年度から調査項目新
設（ただし、令和２年度は調査未
実施）

成果実績 ％ - 10.4 - 11.4 -

目標値 ％ - - - － - 100

達成度 ％ - - - － -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
全国学力・学習状況調査

所期目的を達成するための指標
とは、例えば「学力向上」とか

ではないの？
この指標をみると、「ICTを使うこ

と」が目的化していない？

指標が適切かどうかもあるけど、
11.4％って低くない？

何がICT活用のネックになっているの？

また、そもそも、何を実現するために、
どのようにICTを活用していくの？

指摘事項②について

（文部科学省）令和３年度行政事業レビューシート０８０ GIGAスクール構想の実現（公立学校情報機器整備費補助金）ほか
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③ デジタル化の導入による効果の最大化を図っていくことが重要であることから、各事業内容を精査して事業の更なる
効率化や予算規模の適正化を追求する必要

欠席等連絡のデジタル化で教員の業
務負担が縮減されるよね。デジタル
導入による効果の最大化を図ること
が重要！ （令和３年３月末見込み）

９９．５％

※文部科学省「令和4年度概算要求のポイント」より

例えば、小学校高学年における教
科担任制を新たに要求しているけど、
デジタル化導入のメリット（遠隔授業
の実施等）をどのように考慮してい
るの？

指摘事項③について



● 教職員の能力向上のアウトカム（「教員のICTを活用して指導する能力」）は、1
年間で0.1％しか向上していない（平成30年度69.7%→令和元年度69.8%）。能力向
上を図る各施策の有効性を検証し、より効果的な方法を検討すべきではないか。

● 事業効果測定に係る指標として、新たに指標「ICTを活用した授業頻度(ほぼ毎
日）を2023年度までに100%にする」を設けたが、ICTを使うことが目的化しており、
同指標は不適当ではないか。

● 新たに設けた指標の達成度をみても、令和元年度は10.4%、令和３年度は11.4%に
過ぎない。ICTの活用が不十分ではないか。何がICT活用のネックとなっており、そ
の問題解決のためにどのように対応するのか。また、どのようにICTを活用してい
くのか。

● デジタル化導入による効果の最大化を図ることにより、教員の業務負担を縮減さ
せることが可能となる。例えば、令和４年度要求において、新たに、小学校高学年
の教科担任制を要求しているが、要求にあたり、デジタル化導入によるこのような
メリットをどのように考えているか。

主な論点
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